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中国税関による関税徴収管理の法整

備が加速−「関税法（草案）」概要
分析 
 
 
2023 年 11 月、税関総署は「中華人民共和国税関法」（改正草案意見募集稿）1

（以下、「税関法（改正草案意見募集稿）」）を公布し、続いて同年末、全国

人民代表大会常務委員会は、「中華人民共和国関税法（草案）」2（以下、「関

税法（草案）」）を公布し、パブリックコンサルテーションを実施した。これ

は、中国税関分野で最も重要な 2 つの法律の改正が想定されることを意味す
る。本 Tax Analysisでは、「関税法（草案）」の概要分析を行う。 
 
 
背景 
 
中国の租税法律主義に基づく法整備推進の重要な一環として、関税法の制定

は、中国の「租税法律主義」という基本方針を反映するものである。2015 年 8
月、関税法、環境保護税法、船舶とん税法、資源税法の立法化は第 12 期全国人
民代表大会常務委員会の立法計画に取り込まれたが、現在、環境保護税法、船

舶とん税法、資源税法の立法化が完了し、正式施行が開始している。また、増

値税法は 2019 年に意見募集稿が公布され、続いて 2022 年と 2023 年に第一稿
草案と第二稿草案が公布された。「関税法（草案）」の公布が遅れているの

は、2018 年以来の中国税関の組織改革、及び税関法の同時改正から少なからず
影響を受けた結果であると考えられる。 
 
「中華人民共和国関税法」は正式施行後、現行の国務院行政法令である「中華

人民共和国輸出入関税条例」（以下、「関税条例」）に取って代わり、「中華

人民共和国税関法」との整合性が確保される。税関総署が昨年 11 月に公布した
「税関法（改正草案意見募集稿）」において、関税徴収管理に関する内容は、

関税事務担保関連を除き、ほとんど削除されている。また、「中華人民共和国

税関事務担保条例」、「中華人民共和国税関輸出入貨物徴税管理弁法」、「中

華人民共和国税関による税収保全および強制措置暫定弁法」といった国務院行

政法令および税関法令は、「中華人民共和国関税法」の統轄と指導のもとで施
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行されることとなる。 
 
概要 
 
現行の「関税条例」は計 6章 67条から構成されるが、「関税法（草案）」は本
文 7章 70条と附則の「中華人民共和国輸出入税則」から構成され、前者と比べ
て多くの改正を行ったものとなっている。主な改正内容は以下の通りである。 
 

 
 
「関税法（草案）」の「総則」第 5 条では、「関税業務は、中国共産党による
指導の下で実施するよう堅持しなければならない」と定められている。先日公

布された「税関法（改正草案意見募集稿）」の「総則」第 3 条においても、同
様の指導思想と基本原則が明記されている。これは、憲法と立法法の関連規定

を踏襲し、習近平総書記の法治思想概論を反映するものとなっている。 
 

 
 
「関税法（草案）」では、関税の品目・税率に関わる全国人民代表大会、国務

院、国務院関税税則委員会およびその弁公室（財政部関税司）などの機関の職

務分掌が明確化されている。現行の実務アレンジとして、国務院関税税則委員

会は、国際協定や公約に従って関税の品目・税率を調整するのみならず、毎年

税関総署などの機関を組織して税政調査を行い、業界から意見や提案を募集す

る上で、翌年の関税調整方案を制定する。「関税法（草案）」は、税関業務に

明確な法的根拠を提供する。 
 

 
 
ここ数年、中国は最恵国税率、協定税率、暫定税率の調整を頻繁に行ってお

り、また、より多くの国・地域と自由貿易協定を締結した。その影響を受け、1
つの税番に適用される最恵国税率、協定税率、暫定税率が異なる可能性があ

り、ひいては最恵国税率が協定税率を下回るケースも見受けられる。納税者の

税率適用ルールへの理解の一助として、「関税法（草案）」は、上述した特殊

税率の適用について明確化している。 
 

 
 
「関税法（草案）」第 40 条の規定によれば、「関税徴収管理は、「貨物通関と
税額確定の分離」モデルの運用を選択できる」。また、第 44 条の規定によれ
ば、「納税者・源泉徴収義務者が税金を納付した日、または貨物が通関した日

から 3 年を超えない場合、税関は、納税者・源泉徴収義務者の納付すべき税額
に対して、確認を行う権限を有する」。上述の規定は、「貨物通関と税額確定

の分離」モデルの運用、及びそれを前提とした「貨物通関後の税金追徴」に法

的根拠を提供するものとなっている。「貨物通関と税額確定の分離」は、欧米

先進諸国を始めとして、各国の税関の一般慣行となっており、中国における輸

出入貨物の通関高速化に寄与すると同時に、納税者における自主的申告・納税

義務の増加にも繋がることに留意する必要がある。 
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現行の「関税条例」に違反した場合の処罰については、「原則として、「税関法」、「税関行政処罰実施条例」、及び

その他の法律法規などの規定に従い処罰する」と規定されている。今回公布された「税関法（草案）」では、「法的責

任」という独立した章が設けられ、各種税法違反行為に対する罰則の明確化、及び処罰の強化がについて定められた。

例えば、「関税法（草案）」第 62条の規定によれば、納税者・源泉徴収義務者が財産の移転・隠匿を行い、税関の税金
追徴を妨害した場合、未納税額の 5倍以下の罰金を科すことができる。 
 
また、税務コンプライアンス違反に対する税関の徴収管理措置の充実化について明文化された。例えば、「関税法（草

案）」第 48条の規定によれば、納税者・源泉徴収義務者が税金、滞納金を納付せず、かつ税関に担保を提供していない
場合、税関は承認を得て、出入国管理機関に通知し、関係者に対して出国制限措置を講じることができる。「関税法

（草案）」第 53条により、関税法の関連規定を回避し、合理的な事業目的を伴わずに納付すべき税額を減少させる行為
に対して、関税調整などの反回避措置を取る権限が所轄行政機関に付与された。 
 

 
 
「関税法（草案）」第 50条の規定によれば、納税者が税金の過大納付を発見した場合、税金の納付日から 3年以内であ
れば、書面をもって税関に過大納付税額の還付を申請することができる。当該規定により、還付申請期限は現行の「関

税条例」の「1年」から、税関の税金追徴期限と同様の「3年」に延長され、権利責任相応原則を反映するものとなって
いる。 
 
また、関税納付済み貨物について、関税納付日から 1 年以内の原状返品による再輸出に対して関税の還付が認められる
事由として、現行の「関税条例」における「品質または規格上の理由」のほか、「関税法（草案）」第 51 条により、
「不可抗力」が追加され、税金還付の適用対象となる状況が増加した。 
 
上述した改正のほか、「関税法（草案）」では、税関による租税徴収代行及び徴収管理措置の一部細部規定の削除や、

下位法である行政法令・税関法令の現行規定の取り入れなど、入国物品に係る関税徴収管理規定の整備が行われた。ま

た、「関税法（草案）」では、先日公布された「税関法（改正草案意見募集稿）」に合わせて、一部文言の調整（例：

課税価格の中国語を「完税价格」から「计税价格」に調整）が見られるが、異なる文言が使用されるケースも存在する。

例えば、「税関法（改正草案意見募集稿）」では「税関責任者」という文言が用いられているが、「関税法（草案）」

では従来通り、「直属税関の税関長またはその授権を受けた従属税関の税関長」という文言が採用されている）。 
 
 
考察とアドバイス 
 
中国の全国人民代表大会において、法律に関する審議は三段階審議制度が採用されており、各段階の審議の後、審議済

みの条文に対してパブリックコンサルテーションが実施される。今回の「関税法（草案）」に対するパブリックコンサ

ルテーションは初回であり、そこで得たコメントに基づき、条文の調整が行われる予定である。また、税関法、関税法

の立法化に合わせて、国務院と税関総署は下位法である行政法令と税関法令の改正に取り組んでおり、今後一定期間に

わたって、中国税関分野の法令・規則改正が頻繁に行われることが想定される。関係する輸出入企業は、税関法令改正

の動向に留意し、税関業務コンプライアンス管理に努める必要がある。具体的には、下記の行動が推奨される。 
 
• 立法に関する意見募集に積極的に参加する。企業が租税徴収管理実務で遭遇した困難と問題、及び企業側の合理的

な要望を行政機関にフィードバックすることが推奨される。中国の法律の多くは原則的な規定から構成されており、

条文に疑義を引き起こす曖昧な記述が存在する場合、実務では、税関と企業の理解に食い違いが生じ、税務紛争を

引き起こし、企業のコンプライアンスに影響を与える可能性がある。法律法規における定義や原則的な規定の明確

化や具体化の推進は、企業におけるより透明性の高い輸出入通関コンプライアンス管理、及びより正確な通関所要

時間見積もりに寄与する。 
 
• 立法・租税徴収管理の動向に注目する。輸出入企業は、税務政策調査に積極的に参加し、所轄機関にコメントを提

供すると同時に、立法の動向とそれに伴う監督管理体制の変化に注目し、今後のコンプライアンス管理、政府施策

への対応、及び関連政策の活用によるコスト削減・効率向上のための基礎を築くことが推奨される。今回の「関税

法（草案）」で定められた「貨物通関と税額確定の分離」モデルを例に挙げると、企業は、将来において当該モデ

ルの運用が企業側のコンプライアンス確保に与える潜在的な影響に注目し、通関後に発生する関税事項への対応に

あたって、自主開示などのメカニズムの有効活用を検討することが推奨される。 
 

6.過大納付税額の還付申請期限の延長 
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• 通関業務管理メカニズムを継続的に整備する。関税法の立法化をきっかけに、社内の通関業務管理メカニズムの整

備を推進し、専門的な物流・通関及び貿易コンプライアンス部門の設立、細部まで行き届いた標準化された輸出入

申告業務プロセスの確立を通じて、管理者と通関業務担当者のコンプライアンス意識を高めると同時に、通関業務

のコンプライアンスチェックの定期的な実施により、通関業務に関する重大な問題やリスクが発生する可能性を減

らし、税関の各種優遇政策を活用し、運営コストを削減する機会を模索することが推奨される。 
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